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(Biwako Infection Control Assistance Team) 
びわこ感染制御支援チーム 

滋賀県南部介護サービス事業者協議会 
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1 



クラスター休業  
介護施設等 
通所系訪問系 
介護事業所 

クラスター休業 
以外の 

近隣事業所  

地域包括的
連携 

第２波へ 備え 今この時から 行動を！ 

 「地域支援体制の構築」 

■ も の （支援物資・衛生用品） 
■ ひ と （応援体制） 
■ ばしょ （居場所の確保） 
■ か ね （資金） 
■ ちきし （情報共有） 

コーディネイト / リーダーシップ 
支援 

こんな支援体制が整えば、安心して「暮らせる」・「働ける」・「頑張れる」 
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感染防御資材の
確保 

陽性高齢者入居 

専用施設の確保 

陽性者に対応で
きる専門職集団
のチーム形成 

地域横断ネット
ワークの形成 

正しい知識と正
しいモラル 

情報配信と研修 

資金 

B-ICAT（概要） 
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感染防御資材の
確保 

陽性高齢者入居 

専用施設の確保 

陽性者に対応でき
る専門職集団の
チーム形成 

地域横断ネット
ワークの形成 

正しい知識と正し
いモラル 

情報配信と研修 

資金 

登録申請/短期雇用費 
旅費/宿泊費 

行政の応援 
コーディネイト 
リーダーシップ 

B-ICAT（全体図） 
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支援チーム 圏域内 病院連携  
（草津市）草津総合病院 
（栗東市）済生会滋賀県病院  
（守山市）県立総合病院・済生会守山市民病院 
（野洲市）野洲病院 
 各介護保険施設嘱託医 
 
各自治体 
滋賀県医療福祉推進課 
草津保健所 → 草津市/栗東市/野洲市/守山市  

支援チーム 
 
行動チーム 
 
調整会議は必要 

コーディネイト 
 

保健所 
南部介護サービス事業者協議会 

 

ＩＣＤ/ＩＣＮ 
（感染管理認定 
医師・看護師） 
ＩＣＮ：圏域８名登録 
からの研修や指導 

Ｂ-ＩＣＡＴ（南部圏域版） 分解図（１） Ｔｅａｍ 
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行動チーム Team100 登録制にて実施 

看護師 介護職 SW CM 栄養 ｾﾗﾋﾟｽﾄ 
行政  
専門職 

３ 12 １ １ １ １ １ 

20 
人 

■ １チームを 5チーム（100人）体制とする 
■ クラスター施設や休業デイへの応援派遣は、１５日間とする 
■ 1チームが3～４日間集中支援で5チームで交代制を引く 
■ チーム内コーディネターと、クラスター施設等の管理者又は相談員が連携 

15 60 5 5 5 5 5 100 

■ チームの登録制の構築（個人申請・事業所承認） 
■ チーム活動日の宿泊施設と移動（近隣ビジネスホテル・レンタカー） 
■ チーム登録申請書・承諾書・（滋賀県派遣様式） 
■ チーム員の日当・交通費・保険対応・食事 
■ チーム内・チーム員のメンタルヘルス支援  

地域 
住民 
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○新型コロナウイルス感染に伴う「介護事業所でのクラスター」発生時、事業所からの派遣要請があった場合、 
  早期に発災の事業所へ到着し支援活動を行う。 
○発災後概ね活動期間は概ね14日前後とする。 
○また１チームあたりの活動期間は最長３～４日程度とする。 

入居施設等 

通所施設等付近地域 

クラスター
発生 

情報共有 

近隣訪問事業所 

近隣地域包括 
連携 

行動チーム 支援チーム 

B-ICAT（湖南） 

派遣要請 

派遣要請 
南部介護サービ
ス事業者協議会
会員事業所より

登録 

事前調書 

事前調書 

Ｂ-ＩＣＡＴ（南部圏域版） 滋賀県南部介護サービス事業者協議会 派遣チーム スキーム 
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応援 
派遣 代替

調整 

ケアマネ支援 



B-ICAT 
湖南 
登録証 

B-ICAT 
湖南 
登録証 

B-ICAT 
湖南 
登録証 

登録名簿（チームA) 
看護師 ○○名 
介護職 ○○名 

SW ○名 ・ CM ○名 
栄養調理 ○名 セラピスト ○名 

保健師 ○名 

登録名簿（チームA) 
看護師 ○○名 
介護職 ○○名 

SW ○名 ・ CM ○名 
栄養調理 ○名 セラピスト ○名 

保健師 ○名 

登録名簿（チームA) 
看護師 ○○名 
介護職 ○○名 

SW ○名 ・ CM ○名 
栄養調理 ○名 セラピスト ○名 

保健師 ○名 

登録名簿（行動チームA) 
看護師 ○○名 
介護職 ○○名 

SW ○名 ・ CM ○名 
栄養調理 ○名 セラピスト ○名 

保健師 ○名 

登録名簿（支援チーム) 
医師名・病院名 
行政担当  

B-ICAT 
湖南 

登録申請 

B-ICAT 事務局 
滋賀県南部 

介護サービス事業者協議会 
草津市・栗東市・野洲市・守山市 

草津保健所 

滋賀県 

登録申請協力依頼書 
（法人/管理者承認） 

 
事前人数登録（承諾） 

 
（派遣時の名簿） 

氏名・年齢・生年月日
有資格・血液型 

緊急連絡先・住所等 

南部介護サービス事業者協議会会員事業所 
 

連合会を通じて、各圏域事業者協議会とも連携 

共有 

Ｂ-ＩＣＡＴ（南部圏域版） 滋賀県南部介護サービス事業者協議会 派遣チーム登録 
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■ 支援物資の確保（緊急時対応分として） 
     各事業所・各行政機関の備蓄リストの作成 
 
■ 保管については、保健所又は各市・及び事業所 
 
■ 移送・配送 各市委託業者等依頼 運送会社や、福祉用具事業者 
 
■ 食材 生協との連携を構築予定 

Ｂ-ＩＣＡＴ（南部圏域版） 分解図（２） Ｓｔｏｃｋｒｏｏｍ 
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■びわ湖あさがおネット 活用のチャンス・活用構築の変更・登録や説明、同意の簡略 
  化と、使用料を無償化 
 
■B-ICAT（湖南）のSNS情報の構築（オープンチャットや、FBグループなど）レスポンスが 
 良い情報共有  
 
 気軽に使える感が大事！（あんな～これどうなっての？→これは、こんなんしてるでぇ） 
 
■zoomミーティングなどで支援チームと行動チームの情報共有化 

Ｂ-ＩＣＡＴ（南部圏域版） 分解図（３） Ｓchool 
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Ｂ-ＩＣＡＴ（南部圏域版） 分解図（３）-２ Ｓchool 
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2020年9月 
南部協議会 コロナハテナ相談チャット 開設 

LINEアプリ「オープンチャット」roomを開設。 
誰でも 気軽に 疑問や不安を 話し合える 

 
ニックネームでも参加可能。新型コロナウイルスにおける お気軽相談所 

その２ 

その１ 

南部協議会ホームページに、新型コロナウイルス特設
サイト（会員限定）を追加。 
情報資料や様式、その他研修動画などUP 



■基本陽性者は、入院だが、病床不足になった場合の想定 
 
 軽度者・・・短期療養（14日間）  圏域短期入所又は療養型での対応か？ 
 重度者・・・長期療養（○○日間） 病床不足の場合の施設内療養のシミュレイト 
 
                      ゾーニング・消毒・必須業務と支援体制 
 
■空き病床（施設）の転用など 
 
■高齢者専用ケア付き療養宿泊所の確保 
 
■クラスター発生時の従業員宿泊所の確保  

Ｂ-ＩＣＡＴ（南部圏域版） 分解図（４） Ｓnatoriumu 
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■ 新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（介護分）の活用 
■ クラウドファンディングの活用 
■ 圏域内 大手企業への寄付協賛の呼びかけ 
■ 淡海ネットワークセンター「未来おうみファンド」の活用など 

Ｂ-ＩＣＡＴ（南部圏域版） 分解図（５） Ｃｈａｒｉｔｙ 
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新型コロナウイルス感染症発生にかかるＢ-ＩＣＡＴ（南部）と他団体との連携 

Ｄ-ＭＡＴ 

Ｄ-ＷＡＴ 

医政課 

健政課 
滋賀県老人福祉施設協議会 

滋賀県老人保健施設協議会 

滋賀県介護サービス 
事業者協議会連合会 

滋賀県南部介護サービス 
事業者協議会 

医療分野 

草津保健所 

滋賀県 

高島市・大津・彦愛犬・東近江 
湖北・甲賀市・湖南市 
事業者協議会 

草津市 

守山市 

野洲市 

栗東市 

Ｂ-ＩＣＡＴ（南部モデル） 

医療福祉推進課 

自治労滋賀 ・ 滋賀地方自治研究センター 
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新型コロナウイルス感染症発生にかかるＢ-ＩＣＡＴ（南部）と行政との連携 

草津保健所 滋賀県 

草津市 

守山市 

野洲市 

栗東市 

医療福祉推進課 
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Ｂ-ＩＣＡＴ（南部モデル） 
事務局全体図 

Ｂ-ＩＣＡＴ支部 

滋賀県南部介護サービス 
事業者協議会 

Ｂ-ＩＣＡＴ本部 

草津担当 

守山担当 

野洲担当 

栗東担当 

本部（窓口担当） 
 協議会・・・・３名 
 滋賀県・・・・１名 
 保健所・・・・１名 

支部（調整担当） 
 協議会・・・・４名 
 各市・・・・・・１名 

オンライン 



Ｂ-ＩＣＡＴ派遣チーム調整と応援形態について（１） 

応援派遣調整 

■ 事前合意把握（派遣受け入れ事業所からの事前情報の把握と、合意形成） 
■ 派遣協定をベースとする 
■ 同一圏域単位としての活動を原則とする、 
■ 同一圏域で人数が不足するようになった場合、他圏域への要請を行う 
■ Ｄ-ＭＡＴ、Ｄ-ＷＡＴとの連携は、組織（団体）の枠組みを超え、迅速かつ安全に行動で 
   きるよう、支援チームと行動チームに合流する形で柔軟に対応 
■ 派遣元及び派遣先における事業所の調整として事務局を設置する 
■ 応援体制整備として、チーム登録の事務を事務局で担う 
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事務局作業 

■ 派遣協定のデータ保管 
■ 応援チーム登録管理 
■ 経費調整及び実行 
■ 研修体制の整備 
■ 備蓄衛生備品の保管 
■ ケア付き宿泊療養施設の調整 



Ｂ-ＩＣＡＴ派遣チーム調整と応援形態について（２） 

応援形態 

１．入所系派遣 

 

感染者等の発生事業所内にゾーニングを行い、グリーン
ゾーンでの介護業務の要員を原則とし応援派遣を行う 

場合によっては、レッドゾーンへの対応も視野に入れ、応援
要員への合意形成も必要とする。 

限定応援派遣 
 
同一法人内での職員が応援に入り、このため要員不足と 
なる他事業所に応援派遣を行う 

間接応援派遣 

感染 
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クラスター・休業入居施設・通所施設等 

応援派遣入居施設・通所施設等 

派遣先 

派遣元 

介護サービス事業所等における 
派遣元 サービス継続支援事業 申請 

介護サービス事業所等との 
派遣元 サービス継続支援事業 申請 

県 

県 

出張手当 
（1日10,000円） 
危険手当 

（1日16,000円） 
損害保険加入料 

宿泊料 
（1日10,000円） 
割増賃金 
旅費 

（実費分） 

協定書締結 

Ｂ-ＩＣＡＴ派遣チーム調整と応援形態について（3） 



２．通所系・訪問系派遣 

感染 

通所 

訪問支援 

受入支援 

Ｔｅａｍ 
事前登録 

在宅療養 
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要支援・要介護認定高齢者一時宿泊療養所 

B-ICAT sanatorium 

Ｂ-ＩＣＡＴ派遣チーム調整と応援形態について（4） 

＊情報申請 南部協議会HPで随時 
  更新していく 
＊コーディネイトは、担当CM 
＊派遣元事業所より、県へ補助申請 
＊療養所の確保（県補助） 

在宅 

受入可能事業所 
事前登録 
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新型コロナウイルス感染の疑いから PCR検査への流れ・・・・復帰までの目安 

疑い→PCR検査→結果 療養期間 復帰 

相
談 

受
診 

PCR
検査 

結果 
説明 

聞き取り コ
ン
ト
ロ
ー
ル
セ
ン
タ
ー 

療
養
先
割
振
り 

搬
送
調
整 

搬送 
療養 
（病院） 

（宿泊療養） 
（施設内療養） 

陰
性
確
認
連
続
2
回 

発
症
後
10
日
経
過 

か
つ
症
状
軽
快
後
、
７
２
時
間 

保
健
所
指
導 

復
帰 

１～３日間 10～14日間 

症状にもよるので最短で計上 

１７日間程度を目安 
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＊施設（事業所内）の対応に限る（入居者家族・職員家族等については帰国者・接触者相談センターへ相談 

新型コロナウイルス感染者が、事業所内に発生した場合の、入居（利用）者又は職員のフロー 

・感染者と同室又は15分以上の接触・介護（1メートル以内） 
 があった職員（感染者の発熱等の発症日の2日前から） 
・感染の防護なしで介護していた職員 
・気道分泌液、体液、排泄物等の汚染物（ティッシュやタオル 
 等）に触れた職員 

・感染者と同室又は15分以上の接触・介護（1メートル以内） 
 があった職員（感染者の発熱等の発症日の2日前から） 
・感染の防護ありで介護していた職員 

濃厚接触者 濃厚接触者ではないが、接触（介護）があった場合 

入居（利用者） 職 員 

PCR検査 PCR検査 

陽性 陰性 陽性 陰性 

入院 入院 施設内個室
療養2週間 

健康観察 

２週間 
自宅待機 

職 員 

健康管理と必要に 
応じてPCR検査 

陽性 陰性 

入院 業務継続 

健康管理 

＊感染疑い・濃厚接触疑い 

左記以外 

入居（利用者） 

職 員 

PCR検査 
実施せず 

施設療養 

健康管理 

業務継続 

健康管理 

健康観察 

健康観察 

健康管理 

感染症法に基づき、保健所が実施。2週間毎日状況報告を行う 

事業所内感染マニュアル等にて実施するもの。保健所報告はなし 



発症前 発症後 

14 7 2 0
日 日 日 日
前 前 前

発
症
日

・ ・ ・ ・ ・・ ・ ・ ・ ・・

感染経路の特定のための調査 
濃厚接触を特定し、感染拡大 

予防ための調査 

発症 受診 確定 

感染源・経路の推定/クラスター確認 濃厚接触者の追跡 

積極的疫学調査のための事前準備 

調査資料フォーマット 

事前準備を！ 

スムーズ
な初動が
できる 
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（役職）

ＴＥＬ 事業所名

チェック

陽性者が使用した場所（事務所・食堂・休憩室・居室等）の面積

確認
事項

事
業
所
状
況

感
染
経
路

実
施
調
査

過去2週間体調不良者の有無、

今後の対応方針（公表や従業員の自宅待機について）

更衣室、休憩室、喫煙所の有無

食堂、食事の場所、面積、密度、人と人との距離

トイレの位置、使用者

職員の通用口、通路、出入り口、同経路使用者の部署

個人単位での感染予防策（マスク、消毒頻度等）

事業所単位での感染予防策（マスク・消毒頻度など感染マニュアル有無などの状況）

事業所の配置図面把握（窓や自動ドア、共有で触るもの含む）

空間における感染対策の実施状況（定期消毒等）

フロアの面積

窓の位置、数、換気状況（図面上で確認する）

直近２週間の勤務表

事業所図面（休憩室や食堂が分かるもの）

事業所内出入り者記録（面会者・来訪者の氏名・来訪日時・連絡先・検温など）

派遣従業員がいる場合、派遣会社連絡先・派遣従業員名簿

事業所が把握できる範囲の接触者行動歴リスト

直近２週間の担当者会議やカンファレンスへの参加状況（在宅サービスの場合）

陽性者が参加した、カンファレンスや担当者会議、施設内会議の参加者リスト

　連絡先

介護事業所で感染者が発生した場合の依頼（提出）、確認事項

陽性者行動履歴リスト

全従業員名簿の提出（住所、電話番号、等）

対象サービス全利用者名簿

利用者の健康チェック記録

内容

（
事
前

）
事
業
所
へ
依
頼

発
生
時

　作成担当者（役職）

食堂やユニット内の利用者座席表

南部圏域対応版 



1日目 

２日目 

３日目 

以
後
の
対
応
は
、 

初 

動 

3
日 

で
決
ま
る 

 

介護サービス事業所 県・圏域保健所 各市町・地域包括 等 

感染発覚 

報告（県様式） 

報告 
正確な状況
の確認 

聞き取り 
調査 

調査対応チェック事項
（別紙） 

連絡 
① 関係家族   ④ 業者 
② 関係ケアマネ ⑤ その他 
③ 関係事業所  ⑥ 従業員調整 

公表 

役割分担 
統括（責任者） 
情報収集 
情報整理 
情報連絡 

判断 ひな形 相談 相談 マスコミ対応協力 

近隣事業所対応 
部局内外対応調整 
地域包括調整 

ＨＰ等 

検査・消毒① 

感染状況確認 
ゾーニング指導 
検査② 

2日目の検査/初日の検査結果 

陽性者入院・濃厚接触者の調整
（勤務/サービス利用者） 

連絡 
対応 

入院
サービス
調整 

応援派遣/代替サービス調整依頼 

感染防御備品 法人内従業員 
勤務調整 

検査・濃厚接触特定 

コントロールセンター搬送 
風評被害 
対応協力 

代替サービス 
協力 

宿泊療養確保 

陽性者入院・濃厚接触者の調整
（勤務/サービス利用者） 

２日目の検査結果 

連絡/対応 

応援受入 応援派遣/代替サービス調整 

代替サービス 
ＣＭ支援 

応援派遣 
協力 

他の居宅サービス事業所 
（依頼先調整） 
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マスクなし マスクあり

高リスク 中リスク

最終曝露日より14日間就労制限 最終曝露日より14日間就労制限

中リスク 低リスク

最終曝露日より14日間就労制限

低リスク 低リスク

身体密着ある場合　中リスク 身体密着ある場合　中リスク

低リスク 低リスク

＊　接触時間は、「15分以上」を目安とするが、双方マスク着用がない場合、「３分以上」でも感染リスクがあると判断

日本環境感染学会提供分

介護現場におけるリスク評価と対応

マスクなし

目の保護なし

ガウンなし

すべて着用

利用者

介
護
従
事
者



危機管理 情報公開 
 

マニュアル 
 

シュミレーションマップ 



感染
者  
発生 

ステップ１ 
 

初動対応 

ステップ２ 
 

電話対応 

ステップ３ 
 

資料作成 

ステップ４ 
 

情報公開 

ステップ５ 
 

事後対応 

何が、起こっている？ 
状況把握を・・・ 

正確な情報を、関係当
局へ連絡・相談 

県の通知ひな形等を
参考に、公表資料の作

成 

HP等にて随時公開 

マスコミ報道への情報
提供対応 

応援派遣などの有無
確認、入居、在宅利用
者へのサービス調整

等 



感染者  
発生 

ステップ１ 初動対応 
感染発覚した場合、危機管理本部や対策本部と呼ばれる対応本部を組み、対応方針
を事業所内で統一、情報の収集から集約、整理までを一気に行いたい。 

初動対応のフロー 
（1）事業所責任者と危機管理担当者を中心に対策本部を設置 
 
（2）事実関係を正確に把握 
 
（3）速やかに対応方針を決定 
   対策本部長を中心に状況把握に努め、感染状況について、県当局（管轄保 
   健所や市町）従業員、利用者、家族、近隣事業所、株主（理事）、取引 
   業者などそれぞれの対応を決定する。即断即決が原則。 
 
（4）対策本部の役割分担を決める 
   情報収集班→すべての情報を迅速に集める 
   情報集約班→情報収集班が集めた情報を、時系列、対象者、事象内容な 
         どに分けていく 
   情報整理班→集約された情報を元に情報資料案の作成 
 

ステップ１ 



感染者  
発生 

ステップ２ 電話対応 

保健所の調査 
〇 新型コロナウイルス感染症の患者が発生した場合、保健所において、積極的疫学調査 
     (感染源、接触者調査等)を行い、また、濃厚接触者の特定と調査を行います。 
〇 症状出現後の接触者リスト、利用者のケア記録（体温、症状等がわかるもの）、 
     直近２週間の勤務表、施設内に出入りした者等の記録を用意してください。 
〇 県医療福祉推進課の職員が保健所の調査に同行して、 
     ・消毒・ゾーニング等の指導 
     ・防護具・アルコール等衛生用品の支援の要否確認 
     ・応援職員の支援の要否確認 
     ・利用者家族や関係事業所への説明や事業所による発生状況の公表の調整を行います。 

〒520-8577 大津市京町四丁目１－１  
   滋賀県健康医療福祉部医療福祉推進課 介護施設指導係   
                            
                                           TEL:077-528-3523 / FAX:077-528-4851 

〒525-0034  草津市草津３丁目１４−７５ 
    草津保健所   
                            
                                           TEL:077-562-3614 / FAX:077-562-3533 

ステップ２ 



感染者  
発生 

ステップ３ 資料作成 

５Ｗ２ＨＹＴＴに注意して作成を 
When（いつ） 
Where（どこで） 
Who（だれが） 
What（なにを） 
Why（なぜ） 
How（どのように） 
How much（コストは） 
Yesterday（過去は） 
Today（現在は） 
Tomorrow（将来は）  

判明している事実（不明な事実）、経緯、原因、対応の状況など危機管理上の 
基本的な情報は、まとめた形（ポジションペーパー：下図参照）で共有し、状 
況の進捗に応じて逐次更新することで、組織的に迅速な情報共有を図る工夫も 
マネジメント手法として効果的です。 

ステップ３ 



感染者  
発生 

ステップ４ 

情報公開 

利用者の家族、居宅介護支援事業所等関係する事業所、外部公表 
 
〇 感染者が発生した場合、まず、利用者の家族への説明を行ってください。 
〇 また、感染者の発生により、事業所の一時休業や、デイサービス、ショートステイの受け入れの停止 
  を行う場合は、それらの利用者や家族への説明を行ってください。 
〇 さらに、利用者の担当ケアマネジャーなど居宅介護支援事業所や、利用者が別に使っている外部サー 
    ビス事業所など関係する事業所への連絡、説明を行ってください。 

社会福祉法人 近江和順会 のHP 参照 
～正確な情報を毎日更新～ 

http://www.ohmiwajunkai.or.jp/ 

ステップ４ 



感染者  
発生 

ステップ５ 事後対応 

感染拡大防止の徹底を図り、サービス継続へ対応・・・・・・ 

経緯・経過・事態を時系列で整理し「完全に事態を把握」 

集めた事態を把握し、感染予防策を構築 

通常サービス再開に向けたプランニングを当局と相談し作成 

原因追及と再発予防、従業員教育の徹底と、関係各所への報告 

ステップ５ 



番外編 
マスコミ対応 

事業所内には思わぬ事態に不安やストレスを感じる人々が
多数いる。トップが自らメッセージを発信し、事業所の情報共
有を徹底 
 
 事業所内 コミュニケーションの５つのポイント 
 
 □トップから速やかに全事業所内メッセージを発信 
 □概要を簡潔に説明し、事態解決に努めることを約束 
 □報道などに振り回されず、業務にあたるよう求める 
 □マスコミとの接触への注意を促す 
 □働く誇りを取り戻すための施策を講じる 

↑ ここでは、感染者への対応と置き換えて下さい 
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クラスター発生等における 事後処理として 

１．原因の検証作業 

２．スタッフのメンタルケア 

３．補償整理 

発生前→発生時→発生後 

０．利用者の退院調整 

５．終息宣言 

４．周辺地域説明会 

受入体制（施設内療養観察） 

陽性者・濃厚接触者・非陽性者 間の調整 
職場復帰後の面談調整 

入院補償（公費）、コロナ以外（自費） 

誹謗中傷・風評被害への対応として、地域住民へ
の説明 

通常運営に戻ることへの説明 
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参考資料編 
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新型コロナウイルス感染者が出た際の利用者・職員への対応 



新型コロナウイルス感染症に感染した者等が発生した場合（介護保険最新情報Ｖｏｌ．817） 

定義 対応 

感染者 

医療機関が特定 
（ＰＣＲ検査陽性者） 

原則入院 

（症状等によっては自治体の
判断に従う） 

感染が 
疑われるもの 

施設等が判断 
・風邪の症状や37.5度以上の発熱が２日程度続いている者又は強

いだるさや息苦しさがある者、医師が総合的に判断した結果感染を
疑う者 
※ＰＣＲ陽性等診断が確定前の者 

「相談センター」に電話連絡し、
指示を受ける 

濃厚接触者 

保健所が特定（4/26定義変更反映） 
・患者（確定例）と同居あるいは長時間の接触（車内、航空機内等）があった者 
・適切な感染防護無しに患者（確定例）を診察、看護もしくは介護していた者 

・患者（確定例）の気道分泌物もしくは体液等の汚染物質に直接触れた可能性
が高い者 

・その他：手で触れることのできる距離（目安として１メートル）で、必要な感染
予防策無しで、患者（確定例）と１５分以上の接触があった者 

・自宅待機を行い、保健所の
指示に従う 

・職場復帰時期については、
発熱等の症状の有無等も踏ま
え、保健所の指示に従う 

感染が疑われ
るものとの濃
厚接触が疑わ
れるもの 

施設等が特定 
・「感染が疑われる者」と同室・長時間接触 
・適切な防護無しに「感染が疑われる者」を診察、 看護、 介護 
・「感染が疑われる者」の気道分泌液等に直接接触 

発熱等の症状がある場合は、
自宅待機を行い、保健所の指
示に従う。復帰時期について
は上欄に同じ 

・発熱等の症状がない場合は、
保健所と相談の上、疑われる
職員数等の状況も踏まえ対応 
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新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所等に対する 
                                    サービス継続支援事業 

老 発 0515 第 １ 号 
令和２年５月 15 日 

(１) 介護サービス事業所等におけるサービス継続支援事業 

（例） 
※１ ○介護サービス事業所・介護施設等のサービス継続に必要な費用 
ウ 事業継続に必要な人員確保のための職業紹介料、（割増）賃金・手当、旅費・宿泊費、 
   損害賠償保険の加入費用等 

(２) 介護サービス事業所等との連携支援事業 

（例） 

感染症の拡大防止の観点から必要があり、自主的に休業した介護サービス事業所の利
用者の必要な介護サービスを確保する観点から、当該事業所・施設等の利用者の積極
的な受け入れ 
 
※○職員の応援派遣に係る費用 
イ 利用者引き継ぎ等の際に生じる、介護報酬上では評価されない費用 
ウ 職員を応援派遣するための諸経費（職業紹介料、（割増）賃金・手当、旅費・宿泊費、 
     損害賠償保険の加入費用等） 



４ その他留意事項 
 
(１) 助成の申請手続 
 
① 経費の助成を受けようとする介護サービス事業所等の事業者は、当該事業所等の所在地 
      の都道府県知事（指定都市及び中核市に所在する事業所等の場合には指定都市及び中 
       核市の長。以下「都道府県知事等」という。）に対してその旨の申請を行う。 

(２) 都道府県等の事務 
 
都道府県知事等は、介護サービス事業者からの申請に基づき、助成の対象となる介護 
サービス事業所等であるかの確認を行い、助成額を決定する。 

(３) 経費の負担 
 
① 本実施要綱により実施する事業については、別に定めるところにより、予算の範囲内で 
  補助（補助率：国 2/3・都道府県等 1/3）を行うものとする。 
 
② 介護報酬及び他の国庫補助金等で措置されているものは本事業の対象としないものと 
  する。 


